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「株式会社 拓進物流」の株式取得に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社拓進物流（以下、「対象会社」という。）の全株式を

取得し対象会社を子会社化することを決議し、同日付で同内容の株式譲渡契約を締結いたしましたので、

下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式取得の理由 

(1) 当社グループは、目まぐるしく移り変わる難しい社会構造の中にあっても、地域社会やお客様と 

ともに成長できる「流通ソリューション企業」となれるよう、新しい経営ステージを目指す事業像と

具体的施策を掲げ、同時に事業の継続的な成長に向けた「業務資本提携やＭ＆Ａ」についても積極的

な展開を目指しております。 

(2) 対象会社は、埼玉県三郷市を拠点に、主に関東エリアの量販店や専門店向けの商品保管管理、ピッ 

キング、荷作り梱包業務を一気通貫で手掛ける物流サービスを展開しております。 

近年、当社グループにおきましても、商品保管・物流加工・貸切業務を担当する物流センターを 

新築し、お客様の物流に関連するあらゆるニーズに対して、同一施設内でワンストップにてお応え 

できる営業を展開しておりますが、今般対象会社が行う商品保管からピッキング等の業務と当社 

グループの配送網との連携により、お客様に対して、よりきめ細かく付加価値の高いサービスを提供

できることが期待されることから、本株式を取得することといたしました。 

(3) 今回の対象会社の連結子会社化を機に、当社グループ内での経営資源の連携や情報システムの 

共有など協業化を進め、また生産性の拡大や効率化をはかることにより、さらなる企業価値の向上に

取り組んでまいります。 

 

２．異動する子会社（対象会社）の概要 

商号 株式会社 拓進物流 

所在地 埼玉県三郷市戸ヶ崎二丁目646番地1 

代表者 代表取締役 矢内 誠 

事業内容 商品保管・梱包業 

資本金 1,000万円 

設立年月日 1999年11月１日 

株主 個人株主 

 

 



上場会社と当該会社の関係 資本関係 該当事項はございません 

人的関係 該当事項はございません 

取引関係 配送業務を受託しております 

当該会社の最近３年間の経営成績及び財務状態 

決算期 2021年10月期 2022年10月期 2023年10月期 

純資産 49百万円 78百万円 92百万円 

総資産 597百万円 617百万円 598百万円 

１株当たり純資産 248,149円78銭 392,775円44銭 461,751円98銭 

売上高 817百万円 825百万円 832百万円 

営業利益 32百万円 48百万円 25百万円 

経常利益 22百万円 39百万円 18百万円 

当期純利益 20百万円 28百万円 13百万円 

１株当たり当期純利益 104,833円21銭 144,625円66銭 68,976円54銭 

 

３．株式取得の相手先の概要 

氏名 個人１名 

株式取得の方法 既存株主からの譲渡による取得 

上場会社と当該個人の関係 資本関係、人的関係及び取引関係はありません 

 

４．取得株式数、取得価格及び取得前後の所有株式の状況  

異動前の所有株式数 0株 

取得株式数 200株 

異動後の所有株式数 200株 （議決権所有割合：100%） 

 

５．日程 

取締役会決議日 2024年 ７月26日（金） 

株式譲渡契約書締結日 2024年 ７月26日（金） 

株式譲渡実行日(ｸﾛｰｼﾞﾝｸﾞ日) 2024年 ８月28日（水） 

 

６．本株式取得後の対象会社の経営体制（2024年８月28日付） 

商号 株式会社 拓進物流 

代表者＊ 代表取締役 山口 嘉彦 

所在地 埼玉県三郷市戸ヶ崎二丁目646番地1 

大株主及び持株比率 株式会社 エスライングループ本社  100% 

(注) ＊現任の「代表取締役 矢内 誠」氏は本株式取得後に代表取締役を辞任いたします。 

 

７．今後の見通し 

(1) 当該株式取得における当期連結業績への具体的な影響につきましては現在精査中であり、明らか 

になり次第、速やかにお知らせいたします。 

(2) 当社の事業子会社との相乗効果を発揮し、「対象会社」の事業拡大に努めるとともに、当社グループ 

の輸配送機能との連携を強化し、さらなる企業価値向上を図ってまいります。 

 

(注) なお、本件は適時開示基準には該当しないため、また相手先の要望により、開示事項・内容の 

一部を省略しております。 

以 上 


